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１ 水質汚濁に係る環境基準 

 

(1)  水質汚濁に係る環境基準（昭和 46年環境庁告示第 59号） 

公共用水域の水質汚濁に係る環境基準は、人の健康の保護及び生活環境の保全に関し、それぞれ次

のとおりとする。 

 

① 人の健康の保護に関する環境基準 

人の健康の保護に関する環境基準は、全公共用水域につき、別表１の項目の欄に掲げる項目ごと

に、同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

環境基準は、設定後直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。 

なお、人の健康の保護に関連する物質ではあるが、公共用水域等における検出状況等からみて、

現時点では直ちに環境基準健康項目とせず、引き続き知見の集積に努めるべきと判断されるものに

ついて、別表３のとおり「要監視項目」として示されている。 

 

② 生活環境の保全に関する環境基準 

生活環境の保全に関する環境基準は、各公共用水域につき、別表２の水域類型の欄に掲げる水域

類型のうち当該公共用水域が該当する水域類型ごとに、同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

環境基準は、公共用水域ごとに、施策の推進とあいまちつつ、可及的速やかにその達成維持を図

るものとする。 

なお、有用な水生生物及びその餌生物並びにそれらの生息又は生育環境の保全に関連する物質で、

公共用水域等における検出状況等からみて、現時点では直ちに環境基準生活環境項目とせず、引き

続き知見の集積に努めるべきと判断されるものについて、別表３のとおり「要監視項目」として示

されている。 

 

(2)  地下水の水質汚濁に係る環境基準 （平成９年環境庁告示第 10号） 

地下水の水質汚濁に係る環境基準は、すべての地下水につき、別表４の項目の欄に掲げる項目ごと

に、同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

環境基準は、設定後直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。（ただし、汚染が専ら自

然的原因によることが明らかであると認められる場合を除く。） 

 

(3)  ダイオキシン類による水質の汚濁に係る環境基準 （平成 11年環境庁告示第 68号） 

ダイオキシン類による水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）に係る環境基準は、人の健康を保護

する上で維持されることが望ましい基準として、次のとおりとする。 

水質の汚濁（水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水について適用す

る。 

また、水底の底質の汚染に係る環境基準は、公共用水域の水底の底質について適用する。 

達成期間については、環境基準が達成されていない水域にあっては、可及的速やかに達成されるよ

うに努めることする。なお、環境基準が現に達成されている水域又は環境基準が達成された水域にあ

っては、その維持に努めることとする。 

媒  体 基 準 値 測  定  方  法 

水質(水底の 

底質を除く。) 
   １ pg-TEQ/L以下   日本産業規格 K0312に定める方法 

水底の底質 150 pg-TEQ/g 以下  
水底の底質中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、高分

解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法 

備考１ 基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

２ 水質(水底の底質を除く。) の基準値は、年間平均値とする。 

（資料２） 
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別表１ 人の健康の保護に関する環境基準（昭和 46年環境庁告示第 59号） 
 

項   目 基 準 値 測  定  方  法 

カ ド ミ ウ ム 0.003 mg／L以下 日本産業規格Ｋ0102（以下「規格」という。）55.2、55.3又は55.4に定める方法 

全 シ ア ン  検出されないこと。 
規格38.1.2（規格38 の備考11 を除く。以下同じ。）及び38.2に定める方法、規
格38.1.2及び38.3に定める方法、規格38.1.2及び38.5に定める方法又は告示付表
１に掲げる方法 

鉛 0.01  mg／L以下 規格54に定める方法 

六 価 ク ロ ム 0.05  mg／L以下 
規格65.2（規格65.2.7 を除く。）に定める方法（ただし、規格65.2.6に定める方
法により汽水又は海水を測定する場合にあっては、日本産業規格Ｋ0170-７の７
のa）又はb）に定める操作を行うものとする。） 

ひ

砒     素 0.01  mg／L以下 規格61.2、61.3又は61.4に定める方法 

総 水 銀 0.0005 mg／L以下 告示付表２に掲げる方法 

ア ル キ ル 水 銀  検出されないこと。 告示付表３に掲げる方法 

Ｐ Ｃ Ｂ  検出されないこと。 告示付表４に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02  mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.2に定める方法 

四 塩 化 炭 素 0.002 mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

1,2-ジクロロエタン 0.004 mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1又は5.3.2に定める方法 

1,1-ジクロロエチレン 0.1   mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.2に定める方法 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04  mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.2に定める方法 

1,1,1-トリクロロエタン １  mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

トリクロロエチレン 0.01  mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

テトラクロロエチレン 0.01  mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

1,3-ジクロロプロペン 0.002 mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.1に定める方法 

チ ウ ラ ム 0.006 mg／L以下 告示付表５に掲げる方法 

シ マ ジ ン 0.003 mg／L以下 告示付表６の第１又は第２に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02  mg／L以下 告示付表６の第１又は第２に掲げる方法 

ベ ン ゼ ン 0.01  mg／L以下 日本産業規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.2に定める方法 

セ レ ン 0.01  mg／L以下 規格67.2、67.3又は67.4に定める方法 

硝酸性窒素及び 
亜 硝 酸 性 窒 素 

10   mg／L以下 
硝酸性窒素にあっては規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5又は 43.2.6に定める方法、 
亜硝酸性窒素にあっては規格43.1に定める方法 

ふ つ 素 0.8   mg／L以下 

規格34.1（規格34 の備考１を除く。）若しくは34.4（妨害となる物質としてハロ
ゲン化合物又はハロゲン化水素が多量に含まれる試料を測定する場合にあって
は、蒸留試薬溶液として、水約200mlに硫酸10ml、りん酸60ml及び塩化ナトリ
ウム10gを溶かした溶液とグリセリン250mlを混合し、水を加えて1,000mlとし
たものを用い、日本産業規格Ｋ0170-６の６図２注記のアルミニウム溶液のライ
ンを追加する。）に定める方法又は規格34.1.1c）（注(2)第三文及び規格34の備考
１を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法で妨害となる
物質が共存しないことを確認した場合にあっては、これを省略することができ
る。）及び告示付表７に掲げる方法 

ほ う 素 １    mg／L以下 規格47.1、47.3又は47.4に定める方法 

1,4－ジオキサン 0.05  mg／L以下 告示付表８に掲げる方法 

 備考１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 
２ 「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限
界を下回ることをいう。別表２において同じ。 

３ 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 
４ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6により測定された硝酸イオンの濃度
に換算係数0.2259を乗じたものと規格43.1により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045を乗じたものの和と
する。 

\ 注 １ 「付表」とは、水質汚濁に係る環境基準について（昭和46年12月28日 環境庁告示第59号）の告
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示の付表をいう。 

  ２ 環境基準値は、令和元年12月末時点の基準値である。 

 

別表２ 生活環境の保全に関する環境基準（昭和46年環境庁告示第59号） 

 

１ 河川 

(1)  河川（湖沼を除く。） 

 

  ア 

類型 利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオン
濃度（ｐＨ） 

生物化学的
酸素要求量 
（ＢＯＤ） 

浮遊物質量
（ＳＳ） 

溶存酸素量
（ＤＯ） 

大腸菌 
群数 

ＡＡ 
水道１級 
自然環境保全及びＡ以下
の欄に掲げるもの 

6.5以上 
 
 8.5以下 

１ mg／L 
 
  以下 

25 mg／L 
 

以下 

7.5 mg／L 
 

以上 

50 MPN/ 
 
100mL以下 

Ａ 
水道２級・水産１級 
水浴及びＢ以下の欄に 
掲げるもの 

6.5以上 
 
 8.5以下 

２ mg／L 
 

以下 

25 mg／L 
 

以下 

7.5 mg／L 
 

以上 

1,000 MPN/ 
 
100mL以下 

Ｂ 
水道３級・水産２級 
及びＣ以下の欄に掲げる 
もの 

6.5以上 
 
 8.5以下 

３ mg／L 
 

以下 

25 mg／L 
 

以下 

５ mg／L 
 

以上 

5,000 MPN/ 
 

100mL以下 

Ｃ 
水産３級 
工業用水１級及びＤ以下
の欄に掲げるもの 

6.5以上 
 
 8.5以下 

５ mg／L 
 

以下 

50 mg／L 
 

以下 

５ mg／L 
 

以上 
－ 

Ｄ 
工業用水２級 
農業用水及びＥの欄に 
掲げるもの 

6.0以上 
 
 8.5以下 

８ mg／L 
 

以下 

100 mg／L 
 

以下 

２ mg／L 
 

以上 
－ 

Ｅ 
工業用水３級 
環境保全 

6.0以上 
 
 8.5以下 

10 mg／L 
 

以下 

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと。 

２ mg／L 
 

以上 
－ 

備考１ 基準値は、日間平均値とする。（湖沼、海域もこれに準ずる。） 

  ２ 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0以上 7.5以下、溶存酸素量 5mg／L以上 

   とする。（湖沼もこれに準ずる。） 

 

注 １ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
 
  ２ 水 道 １級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

     〃  ２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

     〃  ３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
 
  ３ 水 産 １級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３ 

           級の水産生物用 

     〃  ２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産 

           生物用 

     〃  ３級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 
 
  ４ 工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

     〃  ２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

     〃  ３級：特殊の浄水操作を行うもの 
 
  ５ 環 境 保 全      ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
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 イ 

類型 水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全亜鉛 ノニルフェノール 

直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩 

生物Ａ 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好

む水生生物及びこれらの餌生物が生息

する水域 

0.03 mg/L 

以下  

0.001 mg/L 

以下  

0.03 mg/L 

以下  

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲

げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は

幼稚仔の生育場として特に保全が必要

な水域 

0.03 mg/L 

以下  

0.0006 mg/L 

以下  

0.02 mg/L 

以下  

生物Ｂ 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生

生物及びこれらの餌生物が生息する水

域 

0.03 mg/L 

以下  

0.002 mg/L 

以下  

0.05 mg/L 

以下  

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物

Ｂの欄に掲げる水生生物の産卵場（繁

殖場）又は幼稚仔の生育場として特に

保全が必要な水域 

0.03 mg/L 

以下  

0.002 mg/L 

以下  

0.04 mg/L 

以下  

備考  基準値は、年間平均値とする。 
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(2)  湖沼（天然湖沼及び貯水量が 1,000万立方メートル以上であり、かつ、水の滞留時間が４日間以上 

  である人工湖） 

 

 ア 

類型 利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオン

濃度（ｐＨ） 

化 学 的 

酸素要求量 

（ＣＯＤ） 

浮遊物質量

（ＳＳ） 

溶存酸素量

（ＤＯ） 

大腸菌 

群数 

ＡＡ 
水道１級・水産１級 
自然環境保全及びＡ以下
の欄に掲げるもの 

6.5以上 
 
 8.5以下 

１ mg／L 
 
  以下 

１ mg／L 
 

以下 

7.5 mg／L 
 

以上 

50 MPN/ 
 
100mL以下 

Ａ 
水道２、３級・水産２級 
水浴及びＢ以下の欄に 
掲げるもの 

6.5以上 
 
 8.5以下 

３ mg／L 
 

以下 

５ mg／L 
 

以下 

7.5 mg／L 
 

以上 

1,000 MPN/ 
 
100mL以下 

Ｂ 
水産３級・工業用水１級 
農業用水及びＣの欄に 
掲げるもの 

6.5以上 
 
 8.5以下 

５ mg／L 
 

以下 

15 mg／L 
 

以下 

５ mg／L 
 

以上 
－ 

Ｃ 
工業用水２級 
環境保全 

6.0以上 
 
 8.5以下 

８ mg／L 
 

以下 

ごみ等の浮
遊が認めら
れないこと。 

２ mg／L 
 

以上 
－ 

備考  水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は 
適用しない。 

 
注 １ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
 

  ２ 水 道 １級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

     〃 ２、３級：沈澱ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操 

           作を行うもの 
 

  ３ 水 産 １級：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級 

           の水産生物用 

     〃  ２級：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用及び水産３級の 

           水産生物用 

     〃  ３級：コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 
 

  ４ 工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

     〃  ２級：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの 
 

  ５ 環 境 保 全      ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
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  イ 

類型 利用目的の適応性 
基  準  値 

全 窒 素 全 り ん 

Ⅰ 自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 
0.1 mg／L 

以下 
0.005 mg／L 

以下 

Ⅱ 
水道１、２、３級（特殊なものを除く。） 
水産１種、水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

0.2 mg／L 
以下 

0.01  mg／L 
以下 

Ⅲ 
水道３級（特殊なもの） 
及びⅣ以下の欄に掲げるもの 

0.4 mg／L 
以下 

0.03  mg／L 
以下 

Ⅳ 
水産２種 
及びⅤの欄に掲げるもの 

0.6 mg／L 
以下 

0.05  mg／L 
以下 

Ⅴ 
水産３種、工業用水 
農業用水、環境保全 

１  mg／L 
以下 

0.1   mg／L 
以下 

備考 １ 基準値は、年間平均値とする。 

   ２ 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼につい

て行うものとし、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因と

なる湖沼について適用する。 

   ３ 農業用水については、全りんの項目の基準値は適用しない。 

 

注 １ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

  ２ 水 道 １級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

     〃  ２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

     〃  ３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの（「特殊なもの」とは、臭気物質の 

           除去が可能な特殊な浄水操作を行うものをいう。） 

  ３ 水 産 １種：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産２種及び水産３種の水産生物用 

     〃  ２種：ワカサギ等の水産生物用及び水産３種の水産生物用 

     〃  ３種：コイ、フナ等の水産生物用 

  ４ 環 境 保 全      ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

 ウ 

類型 水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全亜鉛 ノニルフェノール 

直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩 

生物Ａ 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好

む水生生物及びこれらの餌生物が生息

する水域 

0.03 mg/L 

以下  

0.001 mg/L 

以下  

0.03 mg/L 

以下  

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲

げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は

幼稚仔の生育場として特に保全が必要

な水域 

0.03 mg/L 

以下  

0.0006 mg/L 

以下  

0.02 mg/L 

以下  

生物Ｂ 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生

生物及びこれらの餌生物が生息する水

域 

0.03 mg/L 

以下  

0.002 mg/L 

以下  

0.05 mg/L 

以下  

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物

Ｂの欄に掲げる水生生物の産卵場（繁

殖場）又は幼稚仔の生育場として特に

保全が必要な水域 

0.03 mg/L 

以下  

0.002 mg/L 

以下  

0.04 mg/L 

以下  

備考  基準値は、年間平均値とする。 
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  エ 

類型 水生生物が生息・再生産する場の適応性 
基  準  値 

底層溶存酸素量 

生物１ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物
が生息できる場を保全・再生する水域又は再生
産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が
再生産できる場を保全・再生する水域 

4.0 mg／L 
以上 

生物２ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物
を除き、水生生物が生息できる場を保全・再生
する水域又は再生産段階において貧酸素耐性
の低い水生生物を除き、水生生物が再生産でき
る場を保全・再生する水域 

3.0 mg／L 
以上 

生物３ 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物
が生息できる場を保全・再生する水域、再生産
段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再
生産できる場を保全・再生する水域又は無生物
域を解消する水域 

2.0 mg／L 
以上 

備考  基準値は、日間平均値とする。 

 

２ 海域 

 ア 

類型 利用目的の適応性 

基  準  値 

水素イオン
濃度（ｐＨ） 

化 学 的 
酸素要求量 
（ＣＯＤ） 

溶存酸素量
（ＤＯ） 

大腸菌 
群数 

n-ヘキサン
抽出物質
（油分等） 

Ａ 
水産１級・水浴 
自然環境保全及びＢ以下
の欄に掲げるもの 

7.8以上 
 
 8.3以下 

２ mg／L 
 
  以下 

7.5 mg／L 
 

以上 

1,000 MPN/ 
 

100mL以下 

検出され
ないこと。 

Ｂ 
水産２級 
工業用水及びＣの欄に掲
げるもの 

7.8以上 
 
 8.3以下 

３ mg／L 
 

以下 

５ mg／L 
 

以上 
－ 

検出され
ないこと。 

Ｃ 環境保全 
7.0以上 
 
 8.3以下 

８ mg／L 
 

以下 

２ mg／L 
 

以上 
－ － 

備考  水産１級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70MPN/100mL 
   以下とする。 
 

注 １ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
  ２ 水 産 １級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産２級の水産生物用 
     〃  ２級：ボラ、ノリ等の水産生物用 

    ３ 環 境 保 全      ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
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  イ 

類型 利用目的の適応性 
基  準  値 

全 窒 素 全 り ん 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げる 
もの（水産２種及び３種を除く。） 

0.2 mg／L 
以下 

0.02 mg／L 
以下 

Ⅱ 
水産１種、水浴及びⅢ以下の欄に 
掲げるもの（水産２種及び３種を除く。） 

0.3 mg／L 
以下 

0.03 mg／L 
以下 

Ⅲ 
水産２種及びⅣの欄に掲げるもの 
（水産３種を除く。） 

0.6 mg／L 
以下 

0.05 mg／L 
以下 

Ⅳ 
水産３種、工業用水 
生物生息環境保全 

1   mg／L 
以下 

0.09 mg／L 
以下 

備考 １ 基準値は、年間平均値とする。 
   ２ 水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域につい

て行うものとする。 
 
注 １ 自 然 環 境 保 全        ：自然探勝等の環境保全 
  ２ 水 産 １ 種        ：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して 

漁獲される 
     〃    ２ 種：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される 
     〃   ３ 種：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 
  ３ 生物生息環境保全      ：年間を通して底生生物が生息できる限度 

 

 ウ 

類型 水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 

全亜鉛 ノニルフェノール 
直鎖アルキルベ
ンゼンスルホン
酸及びその塩 

生物Ａ 水生生物の生息する水域 
0.02 mg/L 

以下  
0.001 mg/L 

以下  
0.01 mg/L 

以下  

生物特Ａ 
生物Ａの水域のうち、水生生物の産卵場 
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特
に保全が必要な水域 

0.01 mg/L 

以下  

0.0007 mg/L 

以下  

0.006 mg/L 

以下  

備考  基準値は、年間平均値とする。 

 

エ 

類型 水生生物が生息・再生産する場の適応性 
基  準  値 

底層溶存酸素量 

生物１ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物
が生息できる場を保全・再生する水域又は再生
産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が
再生産できる場を保全・再生する水域 

4.0 mg／L 
以上 

生物２ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物
を除き、水生生物が生息できる場を保全・再生
する水域又は再生産段階において貧酸素耐性
の低い水生生物を除き、水生生物が再生産でき
る場を保全・再生する水域 

3.0 mg／L 
以上 

生物３ 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物
が生息できる場を保全・再生する水域、再生産
段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再
生産できる場を保全・再生する水域又は無生物
域を解消する水域 

2.0 mg／L 
以上 

備考  基準値は、日間平均値とする。 
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別表３ 要監視項目及び指針値 

 

(1)  人の健康の保護に関する要監視項目 

 

項  目 指 針 値 項  目 指 針 値 

クロロホルム 0.06 mg/L以下 フェノブカルブ（ＢＰＭＣ） 0.03   mg/L以下 

トランス-1,2-ジクロロエチレン 0.04  mg/L以下 イプロベンホス（ＩＢＰ） 0.008  mg/L以下 

1,2-ジクロロプロパン 0.06  mg/L以下 クロルニトロフェン（ＣＮＰ） － ※ 

p-ジクロロベンゼン 0.2  mg/L以下 トルエン 0.6    mg/L以下 

イソキサチオン 0.008  mg/L以下 キシレン 0.4    mg/L以下 

ダイアジノン 0.005  mg/L以下 フタル酸ジエチルヘキシル 0.06   mg/L以下 

フェニトロチオン（ＭＥＰ） 0.003  mg/L以下 ニッケル － ※ 

イソプロチオラン 0.04  mg/L以下 モリブデン 0.07   mg/L以下 

オキシン銅（有機銅） 0.04  mg/L以下 アンチモン 0.02   mg/L以下 

クロロタロニル（ＴＰＮ） 0.05  mg/L以下 塩化ビニルモノマー 0.002  mg/L以下 

プロピザミド 0.008 mg/L以下 エピクロロヒドリン 0.0004  mg/L以下 

ＥＰＮ 0.006  mg/L以下 全マンガン 0.2    mg/L以下 

ジクロルボス（ＤＤＶＰ） 0.008  mg/L以下 ウラン 0.002  mg/L以下 

※ クロルニトロフェンについては、平成６年３月15日付け、ニッケルについては、平成11年２月22

日付け環境庁水質保全局長通知により、指針値が削除された。 
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(2) 生活環境の保全に関する要監視項目 

 

項 目 水 域 類 型 指 針 値 

クロロホルム 

河川及び湖沼 

生物Ａ 0.7    mg／L以下 

生物特Ａ 0.006   mg／L以下 

生物Ｂ 3      mg／L以下 

生物特Ｂ 3      mg／L以下 

海域 
生物Ａ 0.8    mg／L以下 

生物特Ａ 0.8    mg／L以下 

フェノール 

河川及び湖沼 

生物Ａ 0.05   mg／L以下 

生物特Ａ 0.01   mg／L以下 

生物Ｂ 0.08   mg／L以下 

生物特Ｂ 0.01   mg／L以下 

海域 
生物Ａ 2      mg／L以下 

生物特Ａ 0.2    mg／L以下 

ホルムアルデヒド 

河川及び湖沼 

生物Ａ 1      mg／L以下 

生物特Ａ 1      mg／L以下 

生物Ｂ 1      mg／L以下 

生物特Ｂ 1      mg／L以下 

海域 
生物Ａ 0.3    mg／L以下 

生物特Ａ 0.03   mg／L以下 

4-t-オクチルフェノー

ル 

河川及び湖沼 

生物Ａ 0.001    mg／L以下 

生物特Ａ 0.0007   mg／L以下 

生物Ｂ 0.004    mg／L以下 

生物特Ｂ 0.003    mg／L以下 

海域 
生物Ａ 0.0009   mg／L以下 

生物特Ａ 0.0004   mg／L以下 

アニリン 

河川及び湖沼 

生物Ａ 0.02     mg／L以下 

生物特Ａ 0.02     mg／L以下 

生物Ｂ 0.02     mg／L以下 

生物特Ｂ 0.02     mg／L以下 

海域 
生物Ａ 0.1      mg／L以下 

生物特Ａ 0.1      mg／L以下 

2,4-ジクロロフェノー

ル 

河川及び湖沼 

生物Ａ 0.03      mg／L以下 

生物特Ａ 0.003    mg／L以下 

生物Ｂ 0.03     mg／L以下 

生物特Ｂ 0.02     mg／L以下 

海域 
生物Ａ 0.02     mg／L以下 

生物特Ａ 0.01     mg／L以下 
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別表４ 地下水の水質汚濁に係る環境基準（平成９年環境庁告示第 10号） 

項   目 基 準 値 測  定  方  法 

カ ド ミ ウ ム 0.003 mg／L以下 
日本産業規格（以下「規格」という。）K0102 の 55.2、55.3 又は 55.4 に 

定める方法 

全 シ ア ン 検出されないこと。 

規格38.1.2（規格38の備考11を除く。以下同じ。）及び38.2に定める方法、
規格38.1.2及び38.3に定める方法、規格38.1.2及び38.5に定める方法又は昭
和46年12月28日環境庁告示第59号（水質汚濁に係る環境基準について）（以
下「公共用水域告示」という。）付表１に掲げる方法 

鉛 0.01  mg／L以下 規格K0102の54に定める方法 

六 価 ク ロ ム 0.05  mg／L以下 

規格K0102の65.2（規格K0102の65.2.7を除く。）に定める方法（ただし、
規格K0102の65.2.6に定める方法により塩分の濃度の高い試料を測定する
場合にあっては、規格Ｋ0170-７の７のa）又はb）に定める操作を行うも
のとする。） 

ひ

砒     素 0.01  mg／L以下 規格K0102の61.2、61.3又は61.4に定める方法 

総 水 銀 0.0005 mg／L以下 公共用水域告示付表２に掲げる方法 

ア ル キ ル 水 銀 検出されないこと。 公共用水域告示付表３に掲げる方法 

Ｐ Ｃ Ｂ 検出されないこと。 公共用水域告示付表４に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02  mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.2に定める方法 

四 塩 化 炭 素 0.002 mg／L以下 規格 K0102 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

クロロエチレン 0.002 mg／L以下 付表に掲げる方法 

1,2-ジクロロエタン 0.004 mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1又は5.3.2に定める方法 

1,1-ジクロロエチレン 0.1   mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.2に定める方法 

1,2-ジクロロエチレン 0.04  mg／L以下 
シス体にあっては規格Ｋ0125 の 5.1､5.2 又は 5.3.2 に定める方法、 

トランス体にあってはＫ0125 の 5 .1､5 .2 又は 5 .3 .1 に定める 

方法 

1,1,1-トリクロロエタン １  mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

トリクロロエチレン 0.01  mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

テトラクロロエチレン 0.01  mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2､5.3.1､5.4.1又は5.5に定める方法 

1,3-ジクロロプロペン 0.002 mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.1に定める方法 

チ ウ ラ ム 0.006 mg／L以下 公共用水域告示付表５に掲げる方法 

シ マ ジ ン 0.003 mg／L以下 公共用水域告示付表６の第１又は第２に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02  mg／L以下 公共用水域告示付表６の第１又は第２に掲げる方法 

ベ ン ゼ ン 0.01  mg／L以下 規格Ｋ0125の5.1､5.2又は5.3.2に定める方法 

セ レ ン 0.01  mg／L以下 規格K0102の67.2、67.3又は67.4に定める方法 

硝酸性窒素及び 
亜 硝 酸 性 窒 素 

10   mg／L以下 
硝酸性窒素にあっては規格 K0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5又は 43.2.6

に定める方法、亜硝酸性窒素にあっては規格 K0102 の 43.1に定める方法 

ふ つ 素 0.8   mg／L以下 

規格K0102の34.1（規格K0102の34の備考１を除く。）若しくは34.4（妨害
となる物質としてハロゲン化合物又はハロゲン化水素が多量に含まれる試
料を測定する場合にあっては、蒸留試薬溶液として、水約200ml に硫酸
10ml、りん酸60ml及び塩化ナトリウム10gを溶かした溶液とグリセリン
250mlを混合し、水を加えて1,000mlとしたものを用い、日本産業規格Ｋ
0170-６の６図２注記のアルミニウム溶液のラインを追加する。）に定める
方法又は規格K0102の34.1.1c）（注(2)第三文及び規格K0102の34 の備考
１を除く。）（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法で妨害となる物質が共
存しないことを確認した場合にあっては、これを省略することができる。）
及び公共用水域告示付表７に掲げる方法 

ほ う 素 １    mg／L以下 規格K0102の47.1、47.3又は47.4に定める方法 

1,4－ジオキサン 0.05  mg／L以下 公共用水域告示付表８に掲げる方法 
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 備考１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 
２ 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の
定量限界を下回ることをいう。 

３ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格Ｋ0102の43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6により測定された硝
酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと規格Ｋ0102の43.1により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算
係数0.3045を乗じたものの和とする。 

４ 1，2―ジクロロエチレンの濃度は、規格Ｋ0125の5.1、5.2又は5.3.2により測定されたシス体の濃度と規格Ｋ
0125の5.1、5.2又は5.3.1により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

注 １ 「付表」とは、地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成９年３月13日 環境庁告示第10号）
の告示の付表をいう。 

  ２ 環境基準値は、令和元年12月末時点の基準値である。 


